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1. はじめに 

北海道は源泉数が約2,000と全国3位であり、42℃

以上の源泉は道内の約60％以上を占めるなど、地

熱・温泉熱のポテンシャルに恵まれた地域である1)。 

しかしながら、道内では道南や道東、上川地域な

ど源泉温度の高い地域では、地熱・温泉熱の利用が

進められてきたが、他の地域では浴用以外での利用

が進んでおらず、また利用していた地域でも様々な

理由により利用を中止している事例も見られる。 

また、COP21で採択されたパリ協定等を踏まえ、日

本は温室効果ガスの排出量削減が求められる中、地

熱・温泉熱の有効利用は、今後一層望まれるところ

である。 

以上のような状況を踏まえ、地熱・温泉熱の利用

を拡大することを目的に、地熱・温泉熱の利用にあ

たり課題となっている事項をアンケート及び聞取り

調査により把握した。そして、課題解決策をガイド

ブックとして取りまとめた。 

 

2. 調査方法 

地熱・温泉熱の利用について、道内の現状や課題、

今後の利用の意向等について広く把握するため、道

内の全自治体（179市町村）を対象にアンケート調査

を行った。また、聞取り等により、現状の利用方法

や課題等について事例を調査した。 

 

3. 調査結果 

 調査結果を以下に示す。アンケートの回答率は

100％であった。 

 

3.1 熱源の用途 

 現在利用している熱源の用途は図1、今後熱源を利

用したい用途は図2のとおりである。 

浴用以外の熱活用の用途では、現状及び今後とも、

室内暖房が多く見られた。現状では、浴用施設の他、

役場庁舎等の公共施設で暖房利用されており、複数

施設に温泉を順に回して暖房や浴用に利用すること

で効果を得ている事例も見られた。 

 今後は農業利用を期待する自治体も多く、現状で

見られた温泉をポリチューブやフィンチューブに通

して加温する事例、熱交換により温風で加温する事

例のような方法で温泉熱を活用できる可能性がある。 

なお、現状では農業利用は減少傾向にあるが、聞

取り調査では、高齢化による後継者の減少、市場の

変化などが要因に挙げられた。 

 現状では融雪利用も多いが、温泉を直接又は熱交

換して温水等を循環する方法の他、温泉排熱で暖ま

った空気を路面下の埋設管に送り、温風を通気・透

水性のある舗装材を通して融雪する試みも見られた。 
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図1 現在利用している熱源の用途 
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図2 今後熱源を利用したい用途 
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3.2 属性別の課題 

アンケートにより把握した、熱源の所有状況、所

有していない場合は今後の取得予定、熱源の利用状

況と今後の意向を基に、自治体を４タイプに分類し

た。今後熱源の取得や熱源の利用について拡大を想

定している自治体を「①利用促進タイプ」、現在熱源

を所有しており今後も継続利用のみを想定している

自治体を「②継続利用タイプ」、熱源を所有している

が利用していない自治体を「③未利用タイプ」、熱源

を所有しておらず今後も取得する予定が無い自治体

を「④未所有タイプ」とした。 

地熱・温泉熱の利用にあたり、最も重要と考えて

いる課題を一つだけ選択して回答するよう依頼した

結果は表1のとおりである。 

源泉を所有している自治体においては、源泉の温

度等のポテンシャルが課題と考えられている傾向が

ある。加えて、現在、源泉を利用している「①利用

促進タイプ」や「②継続利用タイプ」においては、

コスト面が課題となっている傾向がある。また、「技

術・方法・コスト等の情報が不足している」ことが

挙げられており、利用の検討にあたっての情報不足

が共通の課題となっている。 

源泉を所有していない「④未所有タイプ」では、

「利用できる源泉を所有していない」ことを挙げる

自治体が最も多いものの、「技術・方法・コスト等の

情報が不足している」ことも課題として多いことか

ら、適切な情報提供により利用の検討が進む可能性

がある。また、「他の再生可能エネルギーの活用を優

先している」ことも多く挙げられており、地域のポ

テンシャルなどにより、地熱・温泉熱利用の優先度

が低い自治体があることがわかる。 

 

4.課題解決策の整理 

道内の多くの自治体が抱える課題の傾向に当ては

まる自治体の施設をモデルとし、他の自治体等にも

参考となる解決手法を提案した。温泉宿泊施設では、

排湯や未利用温泉を施設の暖房や給湯に利用するこ

とを、温泉宿泊施設を併設する道の駅では、未利用

となっている時間帯の温泉を活用し、新たな観光施

設や現状の宿泊施設の暖房・給湯に利用することを

検討した。また、自治体等での地熱・温泉熱の利用

に資するよう、様々な課題に対する基礎的な情報を

広く整理した。 

これらは本稿で一部を示したアンケート及び事例

調査と合わせ、「地熱・温泉熱課題解決ガイドブック」

として、北海道 経済部 産業振興局 環境・エネルギ

ー室のホームページ上で公開される予定である。 
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